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(57)【要約】
【課題】永久磁石の減磁を抑制してトルクを向上させる
ことができる回転電機を提供する。
【解決手段】回転電機１０は、ロータコア２２に複数の
磁石群２４が埋設されている。磁石群２４は、第１～第
３の磁石３１～３３を備える。第１磁石３１は、ロータ
コア２２の外周面２２ｂ側の部位が外周面２２ｂへ向け
て膨出されている。すなわち、第１磁石３１は膨出部４
５を有する。第３磁石３３は、ロータコア２２の外周面
２２ｂ側の部位が外周面２２ｂへ向けて膨出されている
。すなわち、第３磁石３３は膨出部５５を有する。また
、第２磁石３２は、両端部に第１膨出部５１および第２
膨出部５２を有する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ロータコアに複数の永久磁石が埋設された回転電機において、
　前記永久磁石の端部には、前記ロータコアの外周面へ向けて膨出する膨出部が形成され
ていることを特徴とする回転電機。
【請求項２】
　前記永久磁石は、前記ロータコアの軸線方向から見てＶ字状に複数個配置され、
　複数個の永久磁石のうち、前記ロータコアの半径方向に対して傾斜状に配置された永久
磁石において、前記ロータコアの外周面に近い方の端部には、前記ロータコアの外周面へ
向けて膨出する膨出部が形成されていることを特徴とする請求項１に記載の回転電機。
【請求項３】
　前記永久磁石は、前記ロータコアの軸線方向から見て一文字状で、かつ、前記ロータコ
アの半径方向に対して直交するように配置され、
　前記永久磁石の両端部には、前記ロータコアの外周面へ向けて膨出する膨出部が形成さ
れていることを特徴とする請求項１に記載の回転電機。
【請求項４】
　前記永久磁石は、
　前記ロータコアの外周面側の面の中央部に、前記外周面の反対側に凹む中央凹部が形成
され、または、前記外周面の反対側の面の中央部に、前記外周面側に凹む中央凹部が形成
されていることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の回転電機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転電機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、回転電機のロータのなかにはロータコアに複数の永久磁石が埋設された永久
磁石埋設型ロータが知られている。このロータコアにはフラックスバリアが形成されてい
る。フラックスバリアは永久磁石の端部に接し、かつ、ロータコアの外周面に近接する位
置まで延びている（例えば、特許文献１参照）。
　ロータコアにフラックスバリアを設けることにより、磁石端部におけるパーミアンス係
数の低下を抑制でき、回転電機の減磁耐力を上げることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－１９９９４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、永久磁石は断面が均等の矩形体に形成され、永久磁石は端部が減磁しやすい。
このため、永久磁石の磁石磁束を効率よく取り出すことが難しく、そのことが、回転電機
のトルクを向上させる妨げになっている。
【０００５】
　そこで、この発明は、永久磁石の減磁を抑制してトルクを向上させることができる回転
電機を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の課題を解決するために、請求項１に記載した発明は、ロータコア（例えば、実施
形態のロータコア２２）に複数の永久磁石（例えば、実施形態の第１～第３の磁石３１～
３３）が埋設された回転電機において、前記永久磁石の端部（例えば、実施形態の一方端
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部３１ａ，３２ａ，３３ａ，７５ａ，９０ａ，１００ａ、および他方端部３２ｂ，７５ｂ
，９０ｂ，１００ｂ）には、前記ロータコアの外周面（例えば、実施形態のロータコアの
外周面２２ｂ）へ向けて膨出する膨出部（例えば、実施形態の膨出部４５，５５、第１膨
出部５１，８１，９１，１０１、第２膨出部５２，８２，９２，１０２）が形成されてい
ることを特徴とする。
【０００７】
　このように、永久磁石の端部に膨出部を形成した。よって、永久磁石のうち減磁しやす
い端部の厚さ寸法を大きくできる。これにより、永久磁石の端部の減磁を抑制でき、回転
電機のトルクを向上させることができる。
　また、永久磁石の端部に膨出部を形成することにより、永久磁石の端部のパーミアンス
係数を、永久磁石の中央部のパーミアンス係数まで高めることができる。これにより、永
久磁石のパーミアンス分布を均一化でき、磁石磁束を効率例に取り出すことができる。
【０００８】
　ここで、ロータコアのフラックスバリアを利用して、ロータコアの外周面側のフラック
スバリアに永久磁石の膨出部形成することも可能である。この場合、ロータコアの外周面
側のフラックスバリアを小さくできる。これにより、磁気抵抗を小さく抑えることができ
、磁石磁束を効率的に取り出すことができる。
【０００９】
　請求項２に記載した発明は、前記永久磁石は、前記ロータコアの軸線方向から見てＶ字
状に複数個配置され、複数個の永久磁石のうち、前記ロータコアの半径方向に対して傾斜
状に配置された永久磁石（例えば、実施形態の第１、第３の磁石３１，３３）において、
前記ロータコアの外周面に近い方の端部（例えば、実施形態の一方端部３１ａ，３３ａ）
には、前記ロータコアの外周面へ向けて膨出する膨出部（例えば、実施形態の膨出部４５
，５５）が形成されていることを特徴とする。
【００１０】
　ここで、永久磁石の両端部のうちロータコアの外周面に近い方の端部が減磁しやすい。
そこで、請求項２において、永久磁石の両端部のうちロータコアの外周面に近い方の端部
に膨出部を形成した。これにより、永久磁石のうち減磁しやすい端部の厚さ寸法を大きく
でき、永久磁石の端部の減磁を抑制できる。
　また、永久磁石の端部に膨出部を形成することにより、永久磁石の端部のパーミアンス
係数を、永久磁石の中央部のパーミアンス係数まで高めることができる。これにより、永
久磁石のパーミアンス分布を均一化でき、磁石磁束を効率例に取り出すことができる。
【００１１】
　請求項３に記載した発明は、前記永久磁石（例えば、実施形態の永久磁石７５，９０，
１００）は、前記ロータコアの軸線方向から見て一文字状で、かつ、前記ロータコアの半
径方向に対して直交するように配置され、前記永久磁石の両端部（例えば、実施形態の一
方端部７５ａ，９０ａ，１００ａ、他方端部７５ｂ，９０ｂ，１００ｂ）には、前記ロー
タコアの外周面へ向けて膨出する膨出部（例えば、実施形態の第１膨出部８１，９１，１
０１、第２膨出部８２，９２，１０２）が形成されていることを特徴とする。
【００１２】
　このように、永久磁石はロータコアの半径方向に対して直交する方向に一文字状に配置
されている。よって、永久磁石の両端部がロータコアの外周面に近い位置に配置される。
そこで、永久磁石の両端部に、ロータコアの外周面へ向けて膨出する膨出部を形成した。
これにより、永久磁石のうち減磁しやすい両端部の厚さ寸法を大きくでき、永久磁石の両
端部の減磁を抑制できる。
【００１３】
　また、永久磁石の両端部を膨出させることにより、両端部のパーミアンス係数を、永久
磁石の中央部のパーミアンス係数まで高めることができる。これにより、永久磁石のパー
ミアンス分布を均一化でき、磁石磁束を効率例に取り出すことができる。
　さらに、永久磁石の両端部のパーミアンス係数を高くすることにより、永久磁石の両端
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部の減磁を防ぐためのフラックスバリアを除去、あるいは小さく抑えることができる。こ
れにより、永久磁石の磁石磁束を最大限に活用することができる。
【００１４】
　請求項４に記載した発明は、前記永久磁石は、前記ロータコアの外周面側の面の中央部
（例えば、実施形態の中央部７５ｃ，９０ｃ，１００ｃ）に、前記外周面の反対側に凹む
中央凹部（例えば、実施形態の中央凹部８３，９３，１０３）が形成され、または、前記
外周面の反対側の面の中央部（例えば、実施形態の中央部３１ｃ，３２ｃ，３３ｂ）に、
前記外周面側に凹む中央凹部（例えば、実施形態の中央凹部４６，５３，５６）が形成さ
れていることを特徴とする。
【００１５】
　このように、永久磁石の中央部に中央凹部を形成した。すなわち、永久磁石の端部を膨
出させた分だけ、永久磁石の中央部に中央凹部を形成することができる。これにより、永
久磁石を矩形体に形成した場合と比べて、永久磁石の体積を増やすことなく、永久磁石の
両端部を、永久磁石の中央部と同様に減磁を起こり難くすることができる。
　また、永久磁石の中央部に中央凹部を形成することにより、永久磁石の中央部のパーミ
アンス係数を永久磁石の両端部のパーミアンス係数に一層近づけることができる。よって
、永久磁石の全体のパーミアンス分布を一層均一化できる。これにより、永久磁石の動作
点をＢＨｍａｘ(永久磁石の最大エネルギー積)に近づけることができ、回転電機のトルク
密度（トルク）を向上させることができる。
【発明の効果】
【００１６】
　この発明によれば、永久磁石の端部においてロータコアの外周面側の部位を外周面へ向
けて膨出させた。よって、永久磁石のうち減磁しやすい端部の厚さ寸法を大きくできる。
これにより、永久磁石の端部の減磁を抑制でき、回転電機のトルクを向上させることがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の第１実施形態における回転電機を示す断面図である。
【図２】本発明の第１実施形態における回転電機を示す図１のＩＩ部拡大図である。
【図３】本発明の第１実施形態における回転電機のトルクと電流位相との関係を説明する
グラフである。
【図４】本発明の第１実施形態における回転電機の誘導電圧低下率と磁石温度との関係を
説明するグラフである。
【図５】本発明の第２実施形態における回転電機を示す断面図である。
【図６】本発明の第２実施形態における回転電機のパーミアンス係数を説明するグラフで
ある。
【図７】本発明の第２実施形態における回転電機のトルクを説明するグラフである。
【図８】本発明の第３実施形態における永久磁石を示す平面図である。
【図９】本発明の第４実施形態における永久磁石を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　次に、本発明の一実施形態を図面に基づいて説明する。
　[第１実施形態]
　図１に示すように、回転電機１０は、ステータ１２と、ロータ１４とを備えている。
　ステータ１２は、環状のステータコア１６と、ステータコア１６に複数配列されたコイ
ル１７とを備えている。
　ステータコア１６は、例えば、プレス抜きされた複数枚の磁性体製の鋼板が積層されて
構成されている。磁性体製の鋼板として珪素鋼板が挙げられる。ステータコア１６は、内
周壁１６ａに沿って複数配列されたティース１８と、ティース１８間に形成されたスロッ
ト１９とを有する。
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　スロット１９は、ステータコア１６の内周壁１６ａに沿って等ピッチで配列されている
。スロット１９にステータコア１６が取り付けられている。
【００１９】
　ロータ１４は、ロータコア２２と、ロータコア２２内にＶ字状に埋設された複数の磁石
群２４とを備えている。
　ロータコア２２は、例えば、プレス抜きされた複数枚の磁性体製の鋼板が積層されて構
成されている。磁性体製の鋼板として珪素鋼板が挙げられる。ロータコア２２は、磁石群
２４を収容する磁石収容部２６を複数個有する。ロータコア２２の中心部にはロータ軸孔
２２ａが貫通されている。ロータ軸孔２２ａには出力軸（図示略）が貫通された状態で固
定されている。
【００２０】
　図２に示すように、磁石群２４は、複数個の永久磁石として、第１磁石３１と、第２磁
石３２と、第３磁石３３とを備えている。また、磁石収容部２６は、第１磁石３１を収納
する第１収納部３５と、第２磁石３２を収納する第２収納部３６と、第３磁石３３を収納
する第３収納部３７とを備えている。
　第１磁石３１は、第１収納部３５に埋設されている。第２磁石３２は、第２収納部３６
に埋設されている。第３磁石３３は、第３収納部３７に埋設されている。これにより、磁
石群２４（すなわち、第１磁石３１と、第２磁石３２と、第３磁石３３）は、ロータ１４
の中心軸２３を軸として回転対称に配置されている。また、磁石群２４（すなわち、第１
磁石３１と、第２磁石３２と、第３磁石３３）は、ロータコア２２の周方向に交互に異な
る磁極となるようにロータコア２２内に磁極として埋設されている。
【００２１】
　第１磁石３１は、ロータ１４の中心軸２３（図１参照）から半径方向外側に延びる直線
４１に対して第１磁石３１が傾斜した状態に交差されている。具体的には、第１磁石３１
は、長手方向に延びる直線４２が半径方向の直線４１に対して傾斜角θ１だけ傾斜した状
態に交差されている。第１磁石３１は、両端部のうち、一方端部３１ａがロータコア２２
の外周面２２ｂの近傍に配置され、他方端部３１ｂが一方端部３１ａよりロータ１４の内
側に配置されている。
【００２２】
　ここで、第１磁石３１の一方端部３１ａと他方端部３１ｂのうち、ロータコア２２の外
周面２２ｂに近い方の端部（すなわち、一方端部３１ａ）が減磁しやすいことが知られて
いる。
　よって、第１磁石３１は、一方端部３１ａのうち、ロータコア２２の外周面２２ｂ側の
部位に膨出部４５が形成されている。膨出部４５は、ロータコア２２の外周面２２ｂ側の
部位から外周面２２ｂへ向けて湾曲状に膨出されている。すなわち、第１磁石３１は、減
磁しやすい一方端部３１ａの厚さ寸法が大きく形成されている。これにより、第１磁石３
１の一方端部３１ａの減磁を抑制できる。
【００２３】
　また、第１磁石３１の一方端部３１ａを膨出させることにより、一方端部３１ａのパー
ミアンス係数を高くできる。一方、第１磁石３１の中央部３１ｃのパーミアンス係数は高
く保たれている。これにより、第１磁石３１のパーミアンス分布を均一化でき、磁石磁束
を効率例に取り出すことができる。
【００２４】
　さらに、第１磁石３１の一方端部３１ａに膨出部４５が形成されることにより、第１磁
石３１の中央部３１ｃに中央凹部４６を形成できる。具体的には、第１磁石３１は、中央
部３１ｃのうち外周面２２ｂの反対側の部位に中央凹部４６が形成されている。中央凹部
４６は、中央部３１ｃのうち外周面２２ｂの反対側の部位（反対側の面）から外周面へ向
けて凹状に形成されている。
　これにより、第１磁石３１を、矩形体に形成した場合と比べて体積を増やすことなく、
第１磁石３１の一方端部３１ａを、第１磁石３１の中央部３１ｃと同様に減磁を起こり難
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くすることができる。
【００２５】
　また、第１磁石３１の中央部３１ｃに中央凹部４６が形成されることにより、第１磁石
３１の全体のパーミアンスを一層均一化できる。
　さらに、第１磁石３１を、矩形体に形成した磁石と比べて同じ体積にできる。よって、
第１磁石３１の重量を増すことなく、第１磁石３１の一方端部３１ａの減磁を抑制でき、
第１磁石３１のパーミアンス分布を均一化できる。
【００２６】
　ここで、第１収納部３５に形成されたフラックスバリア３５ａを利用して膨出部４５を
配置することも可能である。この場合、フラックスバリア３５ａを小さくできる。これに
より、磁気抵抗を小さく抑えることができ、磁石磁束を効率的に取り出すことができる。
【００２７】
　第２磁石３２は、ロータ１４の中心軸２３（図１参照）から半径方向外側に延びる直線
４１に対して第１磁石３１が直交した状態に配置されている。具体的には、第２磁石３２
は、長手方向に延びる直線４３が半径方向の直線４１に対して傾斜角θ２（すなわち、９
０°）の状態に配置されている。第２磁石３２は、両端部（すなわち、一方端部３２ａお
よび他方端部３２ｂ）がロータコア２２の外周面２２ｂの近傍に配置されている。
【００２８】
　よって、第２磁石３２のうち一方端部３２ａおよび他方端部３２ｂが減磁しやすくなる
。よって、第２磁石３２は、一方端部３２ａのうち、ロータコア２２の外周面２２ｂ側の
部位に第１膨出部５１が形成されている。第１膨出部５１は、ロータコア２２の外周面２
２ｂ側の部位から外周面２２ｂへ向けて湾曲状に膨出されている。
　また、第２磁石３２は、他方端部３２ｂのうち、ロータコア２２の外周面２２ｂ側の部
位に第２膨出部５２が形成されている。第２膨出部５２は、ロータコア２２の外周面２２
ｂ側の部位から外周面２２ｂへ向けて湾曲状に膨出されている。
　すなわち、第２磁石３２は、減磁しやすい一方端部３２ａおよび他方端部３２ｂの厚さ
寸法が大きく形成されている。これにより、第２磁石３２の一方端部３２ａおよび他方端
部３２ｂの減磁を抑制できる。
【００２９】
　また、第２磁石３２の一方端部３２ａおよび他方端部３２ｂを膨出させることにより、
一方端部３２ａおよび他方端部３２ｂのパーミアンス係数を高くできる。一方、第２磁石
３２の中央部３２ｃのパーミアンス係数は高く保たれている。これにより、第２磁石３２
のパーミアンス分布を均一化でき、磁石磁束を効率例に取り出すことができる。
【００３０】
　さらに、第２磁石３２の一方端部３２ａに第１膨出部５１が形成され、他方端部３２ｂ
に第２膨出部５２が形成されている。これにより、第２磁石３２の中央部３２ｃに中央凹
部５３を形成できる。具体的には、第２磁石３２は、中央部３２ｃのうちロータコア２２
の外周面２２ｂの反対側の部位に中央凹部５３が形成されている。中央凹部５３は、中央
部３２ｃのうちロータコア２２の外周面２２ｂの反対側の部位（反対側の面）から外周面
２２ｂへ向けて凹状に形成されている。
　これにより、第２磁石３２を、矩形体に形成した場合と比べて体積を増やすことなく、
第２磁石３２の一方端部３２ａおよび他方端部３２ｂを、第２磁石３２の中央部３２ｃと
同様に減磁を起こり難くすることができる。
【００３１】
　また、第２磁石３２の中央部３２ｃに中央凹部５３が形成されることにより、第２磁石
３２の全体のパーミアンスを一層均一化できる。
　さらに、第２磁石３２を、矩形体に形成した磁石と比べて同じ体積にできる。よって、
第２磁石３２の重量を増すことなく、第２磁石３２の一方端部３２ａおよび他方端部３１
ｂの減磁を抑制でき、第２磁石３２のパーミアンス分布を均一化できる。
【００３２】
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　ここで、第２収納部３６に形成された第１フラックスバリア３６ａを利用して第１膨出
部５１を配置することも可能である。また、第２収納部３６に形成された第２フラックス
バリア３６ｂを利用して第２膨出部５２を配置することも可能である。この場合、第１フ
ラックスバリア３６ａおよび第２フラックスバリア３６ｂを小さくできる。これにより、
磁気抵抗を小さく抑えることができ、磁石磁束を効率的に取り出すことができる。
【００３３】
　第３磁石３３は、第２磁石３２を中心にして第１磁石３１と対象に配置されている。
　すなわち、第３磁石３３は、一方端部３３ａのうち、ロータコア２２の外周面２２ｂ側
の部位に膨出部５５が形成されている。膨出部５５は、ロータコア２２の外周面２２ｂ側
の部位から外周面２２ｂへ向けて湾曲状に膨出されている。
　また、第３磁石３３は、中央部３３ｃのうちロータコア２２の外周面２２ｂの反対側の
部位に中央凹部５６が形成されている。中央凹部５６は、中央部３３ｂのうちロータコア
２２の外周面２２ｂの反対側の部位（反対側の面）から外周面２２ｂへ向けて凹状に形成
されている。
【００３４】
　これにより、第３磁石３３の一方端部３３ａの減磁を抑制できる。また、第３磁石３３
のパーミアンス分布を均一化でき、磁石磁束を効率例に取り出すことができる。さらに、
第３磁石３３の一方端部３３ａを、第３磁石３３の中央部３３ｂと同様に減磁を起こり難
くすることができる。
　また、第３磁石３３の重量を増すことなく、第３磁石３３の一方端部３３ａの減磁を抑
制でき、第３磁石３３のパーミアンス分布を均一化できる。
　ここで、第３収納部３７に形成されたフラックスバリア３７ａを利用して膨出部５５を
配置することも可能である。この場合、フラックスバリア３７ａを小さくできる。これに
より、磁気抵抗を小さく抑えることができ、磁石磁束を効率的に取り出すことができる。
【００３５】
　さらに、第１磁石３１、第２磁石３２および第３磁石３３（すなわち、磁石群２４）は
、ロータ１４の中心軸２３方向（すなわち、軸線方向）から見てＶ字状に配置されている
。
　磁石群２４のうち、第１磁石３１の一方端部３１ａに膨出部４５が形成され、第３磁石
３３の一方端部３３ａに膨出部５５が形成されている。よって、磁石群２４は、第１磁石
３１の一方端部３１ａおよび第３磁石３３の一方端部３３ａの減磁を抑制でき、パーミア
ンス分布を均一化できる。
【００３６】
　ところで、第１磁石３１、第２磁石３２および第３磁石３３は、次の方法で形成が可能
である。
　すなわち、第１磁石３１、第２磁石３２および第３磁石３３の型を用意し、この型を用
いて、第１磁石３１、第２磁石３２および第３磁石３３を熱間加工する。
　または、第１磁石３１、第２磁石３２および第３磁石３３をボンド磁石により形成する
。
　さらに、第１磁石３１、第２磁石３２および第３磁石３３を機械加工により形成する。
【００３７】
　つぎに、回転電機１０のトルク（Ｎｍ）および誘導電圧低下率（％）について図３、図
４のグラフに基づいて説明する。
　まず、回転電機１０のトルク（Ｎｍ）と電流位相（角度）との関係を図３に基づいて説
明する。図３のグラフにおいて、縦軸はトルク（Ｎｍ）を示し、横軸は電流位相（角度）
を示す。実線で示すグラフＧ１は第１実施形態の回転電機１０を示し、破線で示すグラフ
Ｇ２は第１比較例の回転電機を示す。第１比較例は、第１実施形態の磁石群２４を変えた
もので、その他の構成は第１実施形態と同様である。第１比較例の磁石群は、第１磁石、
第２磁石および第３磁石が矩形体に形成されている。
　図３に示すように、第１実施形態のグラフＧ１は、第１比較例のグラフＧ２に比べてト
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ルクが大きいことがわかる。
【００３８】
　ついで、回転電機１０の誘導電圧低下率（％）と磁石温度（℃）との関係を図４に基づ
いて説明する。図４のグラフにおいて、縦軸は誘導電圧低下率（％）を示し、横軸は磁石
温度（℃）を示す。実線で示すグラフＧ４は第１実施形態の回転電機１０を示し、破線で
示すグラフＧ５は第１比較例の回転電機を示す。第１比較例は、前述したように、磁石群
の第１磁石、第２磁石および第３磁石が矩形体に形成されている。
　図４に示すように、第１実施形態のグラフＧ４は、第１比較例のグラフＧ５に比べて誘
導電圧低下率（％）が小さいことがわかる。
【００３９】
　つぎに、第２実施形態の回転電機７０、第３実施形態の永久磁石９０および第４実施形
態の永久磁石１００を図５～図９に基づいて説明する。なお、第２実施形態～第４実施形
態において第１実施形態の回転電機１０と同一類似部材については同じ符号を付して詳し
い説明を省略する。
【００４０】
　[第２実施形態]
　図５に示すように、回転電機７０は、第１実施形態の磁石群２４および磁石収容部２６
を単一の永久磁石７５および磁石収容部７７に代えたもので、その他の構成は第１実施形
態の回転電機１０と同様である。
　永久磁石７５は、磁石収容部７７に埋設されている。永久磁石７５は、ロータ７２の軸
線方向から見て一文字状に配置されている。
　永久磁石７５は、ロータ１４の中心軸２３（図１参照）から半径方向外側に延びる直線
４１に対して永久磁石７５の長手方向が直交した状態に配置されている。永久磁石７５は
、一方端部７５ａおよび他方端部７５ｂがロータコア２２の外周面２２ｂの近傍に配置さ
れている。
【００４１】
　よって、永久磁石７５のうち一方端部７５ａおよび他方端部７５ｂが減磁しやすくなる
。よって、永久磁石７５は、一方端部７５ａのうち、ロータコア２２の外周面２２ｂ側の
部位に第１膨出部８１が形成されている。第１膨出部８１は、ロータコア２２の外周面２
２ｂ側の部位から外周面２２ｂへ向けて湾曲状に膨出されている。
　また、永久磁石７５は、他方端部７５ｂのうち、ロータコア２２の外周面２２ｂ側の部
位に第２膨出部８２が形成されている。第２膨出部８２は、ロータコア２２の外周面２２
ｂ側の部位から外周面２２ｂへ向けて湾曲状に膨出されている。
　すなわち、永久磁石７５は、減磁しやすい一方端部７５ａおよび他方端部７５ｂの厚さ
寸法ｄ１が大きく形成されている。これにより、永久磁石７５の一方端部７５ａおよび他
方端部７５ｂの減磁を抑制できる。
【００４２】
　また、永久磁石７５の一方端部７５ａおよび他方端部７５ｂを膨出させることにより、
一方端部７５ａおよび他方端部７５ｂのパーミアンス係数を高くできる。一方、永久磁石
７５の中央部７５ｃのパーミアンス係数は高く保たれている。これにより、永久磁石７５
のパーミアンス分布を均一化でき、磁石磁束を効率例に取り出すことができる。
【００４３】
　さらに、永久磁石７５の一方端部７５ａに第１膨出部８１が形成され、他方端部７５ｂ
に第２膨出部８２が形成されている。これにより、永久磁石７５の中央部７５ｃに中央凹
部８３を形成できる。中央凹部８３は、中央部７５ｃのうちロータコア２２の外周面２２
ｂ側の部位（外周面２２ｂ側の面）に形成されている。中央凹部８３は、中央部７５ｃの
うちロータコア２２の外周面２２ｂ側の部位から外周面２２ｂの反対側へ向けて湾曲凹状
に形成されている。
　よって、永久磁石７５は、減磁し難い中央部７５ｃの厚さ寸法ｄ２が、厚さ寸法ｄ１よ
り小さく形成されている。
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【００４４】
　すなわち、永久磁石７５は、中央凹部８３から第１膨出部８１まで中央凹部８３の表面
８３ａおよび第１膨出部８１の表面８１ａが湾曲状に連続して形成されている。また、中
央凹部８３から第２膨出部８２まで中央凹部８３の表面８３ａおよび第２膨出部８２の表
面８２ａが湾曲状に連続して形成されている。
　これにより、永久磁石７５の全体を、矩形体に形成した場合と比べて体積を増やすこと
なく、永久磁石７５の一方端部７５ａおよび他方端部７５ｂを、永久磁石７５の中央部７
５ｃと同様に減磁を起こり難くすることができる。
【００４５】
　また、永久磁石７５の中央部７５ｃに中央凹部８３が形成されることにより、永久磁石
７５の全体のパーミアンスを一層均一化できる。
　さらに、永久磁石７５を、矩形体に形成した磁石と比べて同じ体積にできる。よって、
永久磁石７５の重量を増すことなく、永久磁石７５の一方端部７５ａおよび他方端部７５
ｂの減磁を抑制でき、永久磁石７５のパーミアンス分布を均一化できる。
【００４６】
　つぎに、回転電機７０のパーミアンス係数およびトルク（Ｎｍ）について図６、図７の
グラフに基づいて説明する。
　まず、回転電機７０のパーミアンス係数を図６に基づいて説明する。図６のグラフにお
いて、縦軸はパーミアンス係数を示す。グラフＧ５は第２実施形態の一方端部７５ａおよ
び他方端部７５ｂのパーミアンス係数を示す。グラフＧ６は第２実施形態の中央部７５ｃ
のパーミアンス係数を示す。また、グラフＧ７は第２比較例の一方端部７５ａおよび他方
端部７５ｂのパーミアンス係数を示す。グラフＧ８は第２比較例の中央部７５ｃのパーミ
アンス係数を示す。
　第２比較例は、第２実施形態の永久磁石７５を矩形体の永久磁石に代えたものでその他
の構成は第２実施形態と同様である。
【００４７】
　図６に示すように、第２比較例の回転電機は、永久磁石の一方端部および他方端部のパ
ーミアンス係数が中央部のパーミアンス係数と比べて小さいことがわかる。
　一方、第２実施形態の回転電機７０は、永久磁石７５の一方端部７５ａおよび他方端部
７５ｂのパーミアンス係数と、中央部７５ｃのパーミアンス係数とが略同じ大きさに保た
れていることがわかる。
【００４８】
　つぎに、回転電機７０のトルク（Ｎｍ）を図７に基づいて説明する。図７のグラフにお
いて、縦軸はトルク（Ｎｍ）を示す。グラフＧ９は第２実施形態のトルクを示す。グラフ
Ｇ１０は第２比較例のトルクを示す。
　第２比較例は、第２実施形態の永久磁石７５を矩形体の永久磁石に代えたものでその他
の構成は第２実施形態と同様である。
　図７に示すように、第２比較例の回転電機は、第２実施形態の回転電機７０と比べて小
さいことがわかる。
【００４９】
　[第３実施形態]
　図８に示すように、永久磁石９０は、一方端部９０ａのうち、ロータコア２２の外周面
２２ｂ（図５参照）側の部位に第１膨出部９１が形成されている。第１膨出部９１は、ロ
ータコア２２の外周面２２ｂ側の部位から外周面２２ｂへ向けて膨出されている。第１膨
出部９１は、頂面９１ａ、一方端面９１ｂおよび傾斜面９１ｃで台形状に形成されている
。
【００５０】
　また、永久磁石９０は、他方端部９０ｂのうち、ロータコア２２の外周面２２ｂ（図５
参照）側の部位に第２膨出部９２が形成されている。第２膨出部９２は、ロータコア２２
の外周面２２ｂ側の部位から外周面２２ｂへ向けて膨出されている。第２膨出部９２は、
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頂面９２ａ、一方端面９２ｂおよび傾斜面９２ｃで台形状に形成されている。
　すなわち、永久磁石９０は、減磁しやすい一方端部９０ａおよび他方端部９０ｂの厚さ
寸法ｄ１が大きく形成されている。
【００５１】
　永久磁石９０は、一方端部９０ａに第１膨出部９１が形成され、他方端部９０ｂに第２
膨出部９２が形成されることにより、中央部９０ｃに中央凹部９３が形成されている。中
央凹部９３は、表面９３ａが傾斜面９１ｃの基端と傾斜面９２ｃの基端との間で直線状に
形成されている。よって、永久磁石９０は、減磁し難い中央部９０ｃの厚さ寸法ｄ２が、
厚さ寸法ｄ１より小さく形成されている。
【００５２】
　第３実施形態の永久磁石９０によれば、第２実施形態の永久磁石７５と同様に、一方端
部９０ａおよび他方端部９０ｂの減磁を抑制できる。
　また、永久磁石９０の中央部９０ｃに中央凹部９３が形成されることにより、永久磁石
９０の全体のパーミアンスを一層均一化できる。
【００５３】
　[第４実施形態]
　図９に示すように、永久磁石１００は、一方端部１００ａのうち、ロータコア２２の外
周面２２ｂ（図５参照）側の部位に第１膨出部１０１が形成されている。第１膨出部１０
１は、ロータコア２２の外周面２２ｂ側の部位から外周面２２ｂへ向けて膨出されている
。第１膨出部１０１は、頂面１０１ａ、一方端面１０１ｂおよび他方端面１０１ｃで矩形
状に形成されている。
【００５４】
　また、永久磁石１００は、他方端部１００ｂのうち、ロータコア２２の外周面２２ｂ（
図５参照）側の部位に第２膨出部１０２が形成されている。第２膨出部１０２は、ロータ
コア２２の外周面２２ｂ側の部位から外周面２２ｂへ向けて膨出されている。第２膨出部
１０２は、頂面１０２ａ、一方端面１０２ｂおよび他方端面１０２ｃで矩形状に形成され
ている。
　すなわち、永久磁石１００は、減磁しやすい一方端部１００ａおよび他方端部１お０ａ
の厚さ寸法ｄ１が大きく形成されている。
【００５５】
　永久磁石１００は、一方端部１００ａに第１膨出部１０１が形成され、他方端部１００
ｂに第２膨出部１０２が形成されることにより、中央部１０ｃに中央凹部１０３が形成さ
れている。中央凹部１０３は、表面１０３ａが他方端面１０１ｃの基端と他方端面１０２
ｃの基端との間で直線状に形成されている。よって、永久磁石１００は、減磁し難い中央
部１００ｃの厚さ寸法ｄ２が、厚さ寸法ｄ１より小さく形成されている。
【００５６】
　第４実施形態の永久磁石１００によれば、第２実施形態の永久磁石７５と同様に、一方
端部１００ａおよび他方端部１００ｂの減磁を抑制できる。
　また、永久磁石１００の中央部１００ｃに中央凹部１０３が形成されることにより、永
久磁石１００の全体のパーミアンスを一層均一化できる。
【００５７】
　なお、本発明の技術範囲は上述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨
を逸脱しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。
　例えば、第１実施形態では、膨出部４５，５５、第１膨出部５１、および第２膨出部５
２を湾曲状に形成した例について説明したが、これに限定するものではない。その他の例
として、各膨出部を台形状や矩形状などの他の形状に形成することも可能である。
【符号の説明】
【００５８】
　１０…回転電機
　１２…ステータ
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　１４…ロータ
　２２…ロータコア
　２２ｂ…ロータコアの外周面（ロータコアの外周面）
　２４…磁石群
　３１～３３…第１～第３の磁石（永久磁石）
　３１ａ，３２ａ，３３ａ，７５ａ，９０ａ，１００ａ…一方端部（端部）
　３１ｂ，３２ｂ，７５ｂ，９０ｂ，１００ｂ…他方端部（端部）
　３１ｃ，３２ｃ，３３ｂ，７５ｃ，９０ｃ，１００ｃ…中央部
　４５，５５…膨出部
　４６，５３，５６，８３，９３，１０３…中央凹部
　５１，８１，９１，１０１…第１膨出部（膨出部）
　５２，８２，９２，１０２…第２膨出部（膨出部）
　７５，９０，１００…永久磁石

【図１】 【図２】



(12) JP 2018-129938 A 2018.8.16

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図７】
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